
 

2026 年７月５日（日）実施 

監査総合グループ第５回考査 

試 験 問 題 
  

注意事項 
 

＜補習生カードを通路側に置いて、番号が確認できるようにしてください＞ 
 

1 試験開始の合図により、試験を始めてください。それまでこの冊子を開くことを厳禁とします。 

2 この冊子の最後の頁には、「以上」の記載があります。試験開始の合図の後、まず頁を調べて、

印刷不鮮明、落丁等があれば黙って手を挙げ、試験監督者に申し出てください。 

3 答案は、配付した答案用紙の解答欄に作成してください。答案作成には、黒インクのボールペ

ン又は万年筆のいずれかを使用してください。また、楷書で丁寧に記入し、数字については 3 桁

ごとにカンマを打って解答してください。こするとインクが消えるボールペンは使用不可とし

ます。黒のボールペン又は黒の万年筆以外で解答した答案は試験を無効とし、採点しません。 

4 所属補習所、補習生カード番号、氏名について、各解答用紙の記入欄に漏れのないよう確実に

全て記入してください。未記入項目がある場合は、その解答用紙を採点しない場合があります。 

5 答案用紙は、白紙の場合も必ず提出してください。 

6 問題に関する質問には一切応じません。 

7 試験時間は２時間です。試験開始 60 分後から試験終了 10 分前までの間は、途中退室を認めま

す。途中退室する場合は、必ず答案用紙を番号順に揃え、裏返して自分の座席の机上に置き、静

かに退室してください。問題用紙は持ち帰ることができます。 

8 試験会場で使用が認められるものは、次のとおりです。 

筆記用具（ペンケースから取り出すこと）、定規、修正液（修正テープ）、電卓（規定のもの）及び

腕時計又は懐中時計。スマートウォッチ（試験監督者がスマートウォッチかどうか判断しづらい

腕時計を含む）、ストップウォッチ、キッチンタイマー、置時計は使用できません。 

腕時計又は懐中時計は机上に置いて使用してください。また、使用が認められているもの以外は

カバン等にしまい、荷物は全て足元に置いてください。試験開始後は、カバン等から荷物を取り

出すことはできません。これらに反した場合は、試験監督者の判断で不正行為とみなし、試験無

効とします。 

 9 携帯電話やスマートフォン、タブレット、スマートウォッチ等の通信機器は、電源を切ったう

えでカバン等にしまってください。 

10 水分補給のため、外装フィルムを剥がしたふた付きペットボトル 700ml 以下のもの 1 本に限り

試験中に机上に置くことができます。 

11 試験中、やむを得ない事情で席を離れる場合は、挙手のうえ試験監督者の指示に従ってください。 

12 試験終了の合図とともに直ちに筆記用具を置き、速やかに答案用紙を番号順に揃え、裏返して

自分の座席の机上に置いてください。 

13 不正を行った者には直ちに退場を命じ、その回の試験は無効とします。 

14 無効となった場合は、問題用紙・答案用紙の持ち帰りはできません。 
 
 
（答案用紙の氏名等記載例・マークシート記入例） 
※1：所属補習所・支所は自身が所属する[東京・東海・近畿・九州・札幌・仙台・長野・新潟・静岡・金沢・

広島・高松]のいずれかを記載すること 

※2：補習生カード番号を記載し、丁寧にマークすること。また、誤ってマークした場合は、修正液(修正テー

プ)で綺麗に消すこと 

  
実務補習協議会 
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問題１ 連結財務諸表（作成の基礎・（会計処理・セグメント・CF））【配点 55点】 

問１ 親会社であるО社は、鉄鋼事業を営む上場企業であり、2026年３月期（2025年４月１日

から 2026 年３月 31 日まで）の連結会計年度に係る連結財務諸表を作成している。各資料

に基づき、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して以下の

問いに答えなさい。なお、[資料１]から[資料６]において、貸方金額はカッコを付けて表

示している。 

 

（１）連結財務諸表の空欄①～⑮に当てはまる勘定科目名又は数値を答えなさい。また、計算

の便宜のため、適宜、[計算シート（その１）]を利用すること。 

 

【2026年３月期 連結財務諸表】 

連結貸借対照表 

2026年３月 31日       （単位：千円） 

その他資産 (     ) その他負債 (     ) 

土地 (  ①  ) 繰延税金負債 (  ④  ) 

のれん (  ②  ) 負債合計 (     ) 

関連会社株式  (  ③  ) 資本金 (     ) 

  (              ) (  ⑤  ) 

   利益剰余金 (     ) 

   (   ⑥   ) (  ⑦  ) 

   (   ⑧   ) (  ⑨  ) 

   純資産合計 (     ) 

資産合計 (     ) 負債純資産合計 (     ) 

 

連結損益計算書 

自 2025年４月１日 至 2026年３月 31日（単位：千円） 

売上高 ( ) 

売上原価 ( ) 

のれん償却額 ( ⑩ ) 

その他販売費及び一般管理費 ( ) 

( ⑪ )による投資損失 ( ⑫ )  

税金等調整前当期純利益 ( ) 

法人税等・法人税等調整額 ( ) 

当期純利益 ( ) 

（   ⑬   ） ( ⑭ ) 

親会社株主に帰属する当期純利益 ( ⑮ ) 
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（２）О社の在外子会社（米国）である LD社の 2026年３月期（2025年４月１日から 2026年３

月 31日まで）について、以下に示した各資料に基づき、LD社個別キャッシュ・フロー計

算書の空欄⑯～⑳に当てはまる数値を答えなさい。なお、資産及び負債の増減額の換算

は、連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に関する実務指針（移管

指針第 6号）第 18項に規定する原則的な処理によっている。キャッシュ・フローへの影

響がマイナスの場合には数値に△を付けて解答すること。また、計算の便宜のため、適

宜、[計算シート（その２）]、[計算シート（その３）]を利用すること。 

 

LD社個別キャッシュ・フロー計算書 

自 2025年４月１日 至 2026年３月 31日（単位：千円） 

税引前当期純利益 （        ） 

売上債権の増減額（△は増加） （   ⑯    ） 

棚卸資産の増減額（△は増加） （   ⑰   ） 

仕入債務の増減額（△は減少） （   ⑱   ） 

営業活動によるキャッシュ・フロー （       ） 

現金及び現金同等物に係る換算差額     （   ⑲   ） 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） （   ⑳   ） 

現金及び現金同等物の期首残高 （       ） 

現金及び現金同等物の期末残高 （       ） 

 

[資料１] 各社の要約財務諸表 

（2026年３月期 要約貸借対照表） 

科目 О社（千円） Ｈ社（千円） LD社（千ドル） Ｋ社（千円） 

その他資産 758,000 100,000 230 500,000 

土地 － 50,000 － － 

子会社株式 100,000 － － － 

関連会社株式 42,000 － － － 

資産合計 900,000 150,000 230 500,000 

その他負債 (285,000) (67,000) (23) (395,000) 

繰延税金負債 － － － － 

負債合計 (285,000) (67,000) (23) (395,000) 

資本金 (500,000) (50,000) (200) (100,000) 

利益剰余金 (115,000) (33,000) (7) (5,000) 

純資産合計 (615,000) (83,000) (207) (105,000) 

負債純資産合計 (900,000) (150,000) (230) (500,000) 

（＊１）О社が所有している子会社株式および関連会社株式の内容は以下のとおりで 

ある。なお、いずれの株式にも取得関連費用はないものとする。 

銘柄 株式取得年月日 所有割合 金額（千円） 

Ｈ社株式（＊２） 2025年３月 31日 60％  60,000 

Ｈ社株式（＊３） 2026年３月 31日 10％ 10,000 

LD社株式（＊４） 2025年３月 31日 100％  30,000 

Ｋ社株式（＊５） 2025年４月 １日 30％  42,000 

合計   142,000 
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（＊２）（＊３）Ｈ社は機械事業を営む非上場会社である。О社が買収により 2025 年３月

31日に発行済株式の 60％を取得し、2026年３月 31日に、同 10％を追加取得して

いる。 

（＊４）LD 社は化学事業を営む非上場の在外子会社である。О社が 100％出資設立をして

おり、出資額は 200千ドル（＠150円/ドル）である。     

（＊５）Ｋ社は、鉄鋼事業を営む非上場の国内関連会社である。О社が買収により 2025年

４月 1日に発行済株式の 30％を取得している。 

（＊６）Ｈ社の土地以外は、株式取得時に時価評価すべき資産及び負債はなかった。 

     

（2026年３月期 要約損益計算書） 

科目 О社（千円） Ｈ社（千円） LD社（千ドル） Ｋ社（千円） 

売上高 (1,180,000) (170,000) (130) (600,000) 

売上原価 720,000 80,000 80 500,000 

その他販売費及び一般管理費  360,000 60,000 40 130,000 

税引前当期純利益 (100,000) (30,000) (10) 30,000 

法人税等・法人税等調整額 30,000 9,000 ３ － 

当期純利益 (70,000) (21,000) (7) 30,000 

 

（2026年３月期 利益剰余金増減） 

科目 О社（千円） Ｈ社（千円） LD社（千ドル） Ｋ社（千円） 

利益剰余金期首残高 (45,000) (12,000) － (35,000) 

当期純利益 (70,000) (21,000) (７) 30,000 

利益剰余金期末残高 (115,000) (33,000) (７) (5,000) 

 

[資料２] Ｈ社に関する事項 

１） Ｈ社の 60％株式取得時（2025年３月 31日時点）における要約貸借対照表  

 

科目 Ｈ社（千円） 

その他資産 70,000 

土地 50,000 

資産合計 120,000 

その他負債 (58,000) 

繰延税金負債 － 

負債合計 (58,000) 

資本金 (50,000) 

利益剰余金 (12,000) 

純資産合計 (62,000) 

負債純資産合計 (120,000) 

 

２）時価評価に関する事項 

Ｈ社所有の土地 50,000 千円の 2025 年３月 31 日時点における時価は 80,000 千円であった。

連結処理に際し、時価評価差額に税効果（法定実効税率 30％）を認識した。 
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３）のれんに関する事項 

のれんは、発生時から 10年にわたり月割償却を行う。なお、期末日に発生した場合は翌期首

より月割償却を行い、負ののれんは発生時に一括償却（負ののれん発生益の計上）を行う。 

４）株式の追加取得に関する事項 

О社によるＨ社株式の追加取得については、[資料１]（＊３）を参照のこと。 

 

[資料３] LD社に関する事項 

１）為替レートに関する事項 

LD 社の財務諸表は以下から妥当なレートを用いて換算する。なお、換算方法は原則的な方法

による。 

 決算日レート 期中平均レート 

2025年３月期 ＠150円/ドル － 

2026年３月期 ＠160円/ドル ＠155円/ドル 

２）LD社株式売却の意思について 

О社は LD社株式を売却する意思はない。 

３）LD社からの配当方針について 

О社は LD社から配当を受ける方針はない。 

 

[資料４] Ｋ社に関する事項 

１）Ｋ社の株式取得時（2025年４月１日時点）における要約貸借対照表  

 

科目 Ｋ社（千円） 

その他資産 550,000 

土地 － 

資産合計 550,000 

その他負債 (415,000) 

繰延税金負債 － 

負債合計 (415,000) 

資本金 (100,000) 

利益剰余金 (35,000) 

純資産合計 (135,000) 

負債純資産合計 (550,000) 

 

２）投資差額に関する事項 

投資差額は、発生時から５年にわたり月割償却を行う。 

 

[資料５] 内部取引に関する事項 

 資本取引以外に、О社、Ｈ社、LD社及びＫ社の間で会社間取引は行っていない。 
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[資料６] LD社の要約財務諸表  

（2025年３月期及び 2026年３月期 貸借対照表） 

 2025/３/31 2026/３/31 差額 

勘定科目  （千ドル） （千ドル） （千ドル） 

現金預金 200 155 (45) 

売掛金 － 35 35 

棚卸資産 － 40 40 

資産合計 200 230  30 

買掛金 － (20) (20) 

未払法人税等 － (3) (3) 

負債合計 － (23) (23) 

資本金 (200) (200) － 

利益剰余金 － (7) (7) 

純資産合計 (200) (207) (7) 

負債純資産合計 (200) (230) (30) 

 

問２ セグメント情報の注記について、以下の問いに答えなさい。 

（１）問１におけるО社の連結財務諸表につき、下記のセグメント情報の注記の空欄①～⑤に

当てはまる数値を答えなさい。 

 

（＊１）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない化学事業セグメントである。 

（＊２）セグメント資産の調整額は、О社の資産のうち、各報告セグメントに配分していない全社資産

30,000千円である。 

（＊３）セグメント利益は、営業利益段階で解答すること。   

 

（単位：千円）

鉄鋼 機械 計

売上高

　外部顧客への売上高 (             ) (             ) (             ) (     ①     ) (             ) - (       　      )

　セグメント間の

　内部売上高又は振替高
- - - - - - -

計 (             ) (             ) (             ) (     　     ) (             ) - (        　     )

セグメント利益（＊３） (             ) (     ②    ) (             ) (     　     ) (             ) - (        　     )

セグメント資産 (     ③     ) (     ④    ) (             ) (     　     ) (             ) (             ) (       　      )

セグメント負債 (             ) (     ⑤     ) (             ) (     　     ) (             ) - (       　      )

その他の項目

　記載省略 (             ) (             ) (             ) (     　     ) (             ) - (       　      )

連結

財務諸表

計上額

報告セグメント
その他

（＊１）
合計

調整額

（＊２）
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（２）セグメント情報の注記に関する監査手続について、以下の空欄①～⑤に当てはまる適切

な語句又は数値を答えなさい。 
 

１） セグメント内およびセグメント間取引等の相殺消去、及び収益・費用・資産・負債の

（ ① ）基準及び（ ① ）額の妥当性を確かめる。 

２） 報告セグメントの売上高合計は連結売上高の（ ② ）％以上かどうかを確かめる。 

３） 関連情報（売上高、利益又は損失の絶対値、資産）の別掲基準（量的基準）（ ③ ）％

に従っているかを確かめる。 

４） 関連情報（（ ④ ）別の売上高）には、国別に区分した金額が開示されているかどう

かを確かめる。 

５） 報告すべきセグメントが１つしかなく、セグメント情報を開示しない企業については、

関連情報（製品及びサービス、地域、主要な（ ⑤ ）が開示されているかを確かめ

る。 
 

問３ 持分法適用会社（関連会社）が債務超過になった場合の投資会社側の負担の範囲及び会計

処理について、以下の空欄①～⑤に当てはまる適切な語句を答えなさい。 
 

１）負担の範囲 

  ・投資会社は（ ① ）には該当しないため、原則として（ ② ）を限度として、欠損

を負担する。 

  ・欠損を負担する責任が（ ② ）に限られない場合（持分法適用会社（関連会社）に対

して貸付金がある場合など）は、債務超過額のうち、投資会社が事実上負担することに

なると考えられる額を投資会社の（ ③ ）に負担させる。 

  ・債務超過全額を投資会社が負担する可能性が極めて高い場合は、債務超過額の全額を

投資会社の（ ③ ）に負担させる。 

２）会計処理 

・「投資有価証券」勘定がゼロになるまで関連会社の欠損を負担した後は、同社に対して

（ ④ ）がある場合は、投資簿価をゼロとした後、（ ④ ）の金額を減額する。 

・債務超過持分相当額が投資及び（ ④ ）の額を超える場合、当該超過部分は、「持分

法適用に伴う（ ⑤ ）」などの科目で、（ ⑤ ）の部に計上する。 
 

問４ 未実現利益の消去方法について、以下の問いに答えなさい。 

（１）固定資産の未実現利益は、実現されるまで繰り延べられるが、連結会計上、実現する時

点を償却資産と非償却資産それぞれについて答えなさい。 
 

（２）以下の文章は、棚卸資産の未実現利益の消去に関する留意点について記載したものであ

る。空欄①～③に当てはまる適切な語句又は文言を答えなさい。 
 

・グループ間の商流を考えた場合に、対象として報告されている資産に漏れはないか。  

・未実現損益の計算対象となる資産の金額が適切か。例えば、在庫金額は売手側で計上した

販売価額に引取運賃や加工費などの( ① )を含んだものとなっていないか。  

・売手側の取得原価以下にまで( ② )された資産を未実現利益消去の対象に含めていな

いか。  

・グループ内での取引が複雑な場合や、仕掛品が存在する場合などには、それぞれ適切な

( ③ )が設定されているか。  

・対象製品の所属セグメントの( ③ )や製品群の( ③ )など、適切な( ③ )が用い

られているか。  



 

7 

 

問５ 連結キャッシュ・フロー計算書の注記事項について、以下の空欄①～⑤にあてはまる適切

な語句を答えなさい。 

 

１）資金の範囲に含めた現金及び現金同等物の内容並びにその期末残高の連結貸借対照表

（ ① ）別の内訳 

２）資金の範囲を（ ② ）した場合には、その旨、その理由及び影響額 

３）・株式の取得又は売却により新たに（ ③ ）となった会社の資産・負債又は（ ③ ）

でなくなった会社の資産・負債に重要性がある場合には、当該資産・負債の主な内訳 

・営業の（ ④ ）により増減した資産・負債に重要性がある場合には、当該資産・負

債の主な内訳 

 ４）重要な（ ⑤ ） 

 ５）各表示区分の記載内容を（ ② ）した場合には、その内容 

 

問６ 連結の範囲の取り扱いに関する以下の問いに答えなさい。 

（１）連結の範囲の原則的な取り扱いを説明しなさい。 

 

（２）連結の範囲から除外すべき子会社の例を答えなさい。 

 

（３）連結の範囲から除外することができる子会社の例を答えなさい。 

 

（４）連結の範囲から除外することができる子会社を除外する際の留意事項を答えなさい。 

 

問７ 連結財務諸表における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い（実務対応報告第 18

号）で修正処理が求められている以下の空欄①～⑤にあてはまる適切な語句を答えなさい。 

 

１）在外子会社の（ ① ）が償却されていない場合には、連結決算上、償却処理を行う。 

２）在外子会社が、退職給付会計における（ ② ）（再測定）をその他の包括利益で認識

し、その後費用処理を行わない場合には、連結決算上、当該金額を平均残存勤務年数以内

の一定の年数で規則的に処理する方法により当期の損益とするよう修正処理を行う。 

３）在外子会社が、研究開発費に該当する支出を資産に計上している場合には、連結決算

上、支出時の（ ③ ）とするよう修正する。 

４）在外子会社が、投資不動産を時価評価し、又は（ ④ ）している場合には、連結決算

上、取得原価を基礎として処理する方法へ修正する。 

５）在外子会社等において、資本性金融商品の公正価値の事後的な変動をその他の包括利

益に表示する選択をしている場合には、当該資本性金融商品の売却を行ったときに、連

結決算手続上、取得原価と売却価額との差額を当期の損益として計上するよう（ ⑤ ）

する。 
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問題２ 分析的手続【配点 25点】 

問１ 監査基準報告書 520「分析的手続｣に関する次の文章の空欄①～⑤に当てはまる語句を答え

なさい。 

 

監査基準報告書 330「評価したリスクに対応する監査人の手続」に従った実証手続とし

て、単独で又は（ ① ）との組合せにより、分析的実証手続を立案し実施する場合に、

監査人は以下を行わなければならない。 

(１)特定の（ ② ）に関して評価した重要な虚偽表示リスクと対応する（ ① ）（該

当する場合）を考慮に入れ、これらの（ ② ）に対して特定の分析的実証手続が

適切かどうかを判断すること。 

(２)利用可能な情報の（ ③ ）、比較可能性及び性質と目的適合性並びに作成に係る内

部統制を考慮に入れて、計上された金額又は比率に対する監査人の推定に使用する

データの（ ④ ）を評価すること。 

(３)計上された金額又は比率に関する推定を行い、当該推定が、個別に又は集計して重

要な虚偽表示となる可能性のある虚偽表示を識別するために十分な精度であるかど

うかを評価すること。 

(４)計上された金額と（ ⑤ ）との差異に対して、追加的な調査を行わなくても監査

上許容できる差異の金額を決定すること。 

 

 問２ 以下の文章について、正しければ解答欄に〇を、誤っていれば×を記入し誤りと判断し 

た理由を答えなさい。 

 

ア：リスク評価手続として実施される分析的手続は、必ず実施しなければならない。 

イ：趨勢分析を行う場合、重要な変動がある項目のみ内容を調査し、変動がない項目につい

ては特に内容を調査する必要はない。 

ウ：特別な検討を必要とするリスクに対する実証手続として、分析的実証手続を選択するこ

とはできない。 

エ：分析的実証手続において、通常、分析対象とするアサーションの重要な虚偽表示リスク

が高いほど、許容可能な差異の金額は大きくなる。 
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問３ あなたはＸ社の監査チームの主査である。Ｘ社は、店舗型の衣料品の小売事業を行ってい

る。ここ数年で、競合他社が同種の商品を ECサイトで販売するようになり、厳しい事業環境

となっている。監査対象期（2026年３月期）も含めた財務数値の推移及びそれに対する監査

チームスタッフのコメントは次の①～⑥のとおりである。 

 
 

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期 コメント 

売上高 251,000 239,300 221,500 203,900 （省略） 

売上原価 76,400 75,200 74,100 73,200 ①売上高の減少に伴う減少 

（内訳）           

期首商品 25,100 23,500 23,400 23,800  （省略） 

商品仕入高 74,800 75,100 74,500 74,300 ②著増減なし 

期末商品 23,500 23,400 23,800 24,900  （省略） 

売上総利益 174,600 164,100 147,400 130,700  （省略） 

販管費 91,100 89,800 85,500 84,600  （省略） 

（内訳）           

人件費 24,500 23,400 21,800 19,900 ③店舗数の減少に伴う減少 

賃借料 34,800 33,200 33,000 32,600 ④著増減なし 

その他の経費 31,800 33,200 30,700 32,100  （省略） 

営業利益 83,500 74,300 61,900 46,100  （省略） 

売掛金 20,500 20,000 18,400 17,100 ⑤売上高の減少に伴う減少 

買掛金 12,500 12,700 12,300 12,200 ⑥著増減なし 

商品 23,500 23,400 23,800 24,900 （省略） 

期中平均店舗数 104 99 92 84   

（注）人件費：店舗で働く従業員の給与である。 

賃借料：賃借している店舗の家賃である。 

 

１．解答用紙の分析表を完成させなさい。買掛金及び棚卸資産の回転期間は商品仕入高を用いて

計算し、利益率等の比率（％）及び回転期間（月）は小数点以下第２位を四捨五入すること。 

 

２．監査チームのスタッフによるコメントのうち、検討が不十分と考えられるものを①～⑥の中

から３つ選び、その番号及びその理由、並びに改善案を答えなさい。 
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問４ あなたはＹ社の監査チームの一員であり、Ｙ社の機械装置、減価償却費は次のとおりである。  

 

（単位：千円） 

  2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期 

取得原価 724,000 744,000 842,000 

減価償却累計額 264,320 285,900 312,530 

帳簿価額 459,680 458,100 529,470 

減価償却費 81,600 84,072 83,500 

 

 

１．これを前提に、2026 年３月期の減価償却費について分析的実証手続を実施することとし、

次の文章はその手続の一部である。空欄①～④に入るべき語句又は数値を答えなさい。な

お、解答に際しては、金額については千円未満を四捨五入し、比率については％未満第２

位を四捨五入すること。 

機械装置の減価償却方法は定額法であることから、減価償却費の推定値は、当期の

（ ① ）に、前期の減価償却費割合（減価償却費÷（ ① ））を乗じた金額を推定

値とする。 

前期の減価償却費割合は（ ② ）％と算定され、当期の減価償却費の推定値は

（ ③ ）千円となる。当期計上額と推定値との差異は（ ④ ）千円である。 

許容可能な差異 5,000千円を超えていたため、担当者に質問したところ「 Ａ 」と

いう回答を得たため、差異は合理的であると判断した。 

 

２．(１)Ａに当てはまる文章として考えられる状況を１つ答えなさい。 

 

  (２)Ａの場合において、追加で必要と考えられる監査手続を答えなさい。 
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問題３ 情報処理統制【配点 20 点】 

問１ 情報処理統制は、企業の情報に関する方針が有効に適用されるための処理又は手続であり、

自動化されている場合と手作業の場合があり、他の情報処理統制やＩＴ全般統制を含む他の

内部統制に依拠することがある。 

自動化された情報処理統制のみの例と、自動化された情報処理統制と手作業による情報処

理統制の組合せの例について、空欄①～⑥に当てはまる語句を答えなさい。 

 

(１)自動化された情報処理統制のみの例 

（ ① ）で把握されているデータ件数等と（ ② ）で把握されるデータ件数等が整合し

ていることを確認し、整合しない場合には入力されたデータ処理を中止するといった

（ ③ ）上の機能 

(２)自動化された情報処理統制と手作業による情報処理統制の組合せの例 

（ ④ ）のように、（ ③ ）に組み込まれている自動化された情報処理統制において正

常なデータではないと判断され、（ ⑤ ）処理が中断となった対象データを出力した情報、

又は、（ ⑤ ）処理とは別の処理となった対象データを出力した情報を利用して、想定ど

おりに処理を行うよう、（ ⑥ ）するために実施される手作業による情報処理統制 

 

問２ 情報処理統制と IT全般統制との関係について、[内部統制の評価プロセス]を参考に空欄①

～③に当てはまる最も適切な語句を答えなさい。 

 

[企業の統制活動における ITの利用の理解のプロセス] 

ステップ 内容 

１ ( ① )の識別 

２ ( ② )に関連する ITアプリケーションの識別 

３ ( ② )の対象となるその他の ITの環境の識別 

４ ( ② )の識別 

５ ( ③ )の識別 

      

[内部統制の評価プロセス] 
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問３ 以下のアサーションごとにそれぞれ対応する虚偽表示リスクと情報処理統制の例について、

空欄①～⑥に当てはまる文章を［選択肢］から選びカタカナを答えなさい。 

 

アサーション 

発生 

実在性 

権利と義務 

網羅性 

期間帰属 

期間帰属 正確性 

期間帰属 

分類の妥当性 

虚偽表示リスク （ ① ） （ ② ） （ ③ ） （ ④ ） 

情報処理統制の例 （ ⑤ ） （ ⑥ ） ？ ？ 

 

［選択肢］ 

ア：出荷データが適切に総勘定元帳データに反映されず、不適切な会計仕訳が計上される。 

イ：EDI受注データと、商品マスタ・取引先マスタ等との自動照合によるエラーリストの生成。

職務分掌に従った販売管理システム上のユーザ（権限）ごとの実行可能機能の制限。 

ウ：有効ではない受注取引が記録されることにより、未発注の売上及び実在しない売上債権が

計上される。 

エ：着荷日を売上計上日として、売上データをもとに仕訳データが自動生成される。 

オ：販売管理システムでは、「出荷済み」となった受注データについて、出荷数量、マスタに基

づき売上額が自動計算され、売上データが作成される。 

カ：受注データ（出荷予定データ）と出荷確定データ（出荷指図データ）は自動で照合され、

一致した受注データは「出荷済み」にステータス変更される。不一致の受注データは未出

荷データとなる。 

キ：出荷・着荷等からの売上処理が漏れることにより、売上及び売上債権の計上が漏れる。 

ク：誤った又は不正な売上日付の入力が行われ、売上及び売上債権が不適切な会計期間に計上

される。 

 

問４  電子承認により承認手続が実施されている場合において、以下の各リスクに関し、監査人

が留意すべき点又は確認すべき事項を答えなさい。 

 

(１) システム上の承認が正当な権限者によって行われないリスク 

 

(２) システム設定上は適正な権限者にのみ承認権限があるにもかかわらず、承認が権限者本人

によって行われないリスク 

 

(３) システム設定が承認無しでは次の処理に進まない仕組みを構築している場合において、

承認がされないまま取引が実行されるリスク               

 

以 上 
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(この面は計算用紙として使用してよい) 

 

 

 

 


